
余土地区まちづくり協議会規約 

 

余土地区は，1889 年(明治 22 年)12 月 15 日に町村制施行により，それまでの

伊予郡市坪村，保免村，余戸村が合併し，伊予郡余土村として発足，これによ

り初めて「余土」の名称が生まれた。その後 1897 年(明治 30 年)4 月 1 日，温泉

郡余土村に変更となり，1954 年(昭和 29 年)10 月 1 日に松山市に編入され，現

在に至っている。生活基盤や歴史文化等を共有し，古くは律令時代まで遡るこ

とのできる地区である。 

1898 年(明治 31 年)，森恒太郎（号森盲天外）が余土村長に就任し，1907 年(明

治 40 年)まで在職した。森村長は，在職中にさまざまな基礎調査を実施し，そ

れに基づいて７項目の「村是」を定めた。村長自らが率先して行動することで，

住民に自治共同の精神を芽生えさせ，着々と成果をあげていった。 

こうした取り組みの結果，1903 年(明治 36 年)に大阪で開催された第五回内国

勧業博覧会に出品した「余土村是資料」が，一等賞に選ばれた。その後も自治

共同の精神は受け継がれ，先進的な自治体として，当時の内務大臣から「模範

村」として表彰もされた。そのため，全国から見学者が余土村に押し寄せ，名

実ともに「日本一のまち」としての地位を得た。 

しかし，時代の推移とともに当時の事を知る人も少なくなり，余土地区の様

子も大きく変わってきた。人口が急増し，さまざまな地域課題も出てきた。 

そのような中で，「身近なまちづくりは自分たちの手で」とし,自治共同の精

神を持ち，住民主体で活性化した新しいまちづくりを推進する。また行政等と

の協働により『余土流のまちづくり』を実践することを目指す。 

 

 

第 1 章    総   則 

 

（名称及び所在地） 

第１条 この会は，余土地区まちづくり協議会（以下「まち協」という。) と

称し，事務所を松山市余戸東４丁目４番３４号に置く。 

 

 （区域） 

第２条 まち協の活動区域（以下「余土地区」という。）は，松山市の市坪北一

丁目～二丁目，市坪南一丁目～三丁目，市坪西町，保免上一丁目～二丁目，

保免中一丁目～三丁目，保免西一丁目～四丁目，余戸東一丁目～五丁目，余

戸中一丁目～六丁目，余戸南一丁目～六丁目，出合，及び余戸西一丁目～六

丁目とする。 

 



（目的） 

第３条 まち協は，前文を踏まえて「住民主体で活性化した新しいまちづくり」

を実践し，さまざまな地域課題を解決していくため，余土地区の理想的な将

来像を実現するための計画（以下「まちづくり計画」という。）に基づき，地

域住民が主体となり，行政等との協働により，魅力ある，安全で安心な住み

よいまちづくりを実現することを目的とする。 

 

（事業） 

第４条 まち協は，前条の目的を達成するため，次の事項について協議し，事

業の推進を図る。 

（１）余土地区の総合的施策に関する事項 

（２）広報広聴，保健福祉安全，環境整備，及び教育文化に関する事項 

（３）行政等との協働に関する事項 

（４）余土地区内の各種社会活動団体との連携及び事業調整に関する事項 

（５）その他目的達成に必要な事項 

２ まち協は，政治活動及び布教等の宗教活動を行わない。 

 

（組織の構成） 

第５条 まち協は，余土地区内の各種社会活動団体等，及び余土地区に在住又

は在勤する個人のうち，第３条の目的に賛同し，入会したもの（以下「構成

員」という。）をもって構成する。 

２ まち協に入会しようとするものは，別に定めるところにより，会長に入会

届を提出しなければならない。なお，各種社会活動団体等については，その

代表者が提出することにより，その団体に属する全員から提出があったもの

とみなすことができる。 

３ 構成員は，総会において別に定める会費を納入しなければならない。 

４ 構成員が，次のいずれかに該当する場合には，退会したものとみなす。こ

の場合，会費の返戻はしない。 

（１）構成員が地区外へ転居し,若しくは転出し，又は死亡したとき。 

（２）構成員が別に定める退会届を提出したとき。 

５ まち協は，構成員が第３条の目的に反する活動を行うなど，構成員として

ふさわしくないと認めるときは，役員会の議決を経て当該構成員を除名する

ことができる。 

 

（個人情報の保護） 

第６条 まち協は，個人の権利及び利益が侵害されることのないよう，個人情

報の収集，提供及び管理等については特に慎重に行い，当初の目的以外の目

的のために利用してはならない。 



 

 （情報の公開） 

第７条 会長は，まち協の運営及び事業等に関し，総会又は役員会の議事録及

び会計に関する帳簿の閲覧を請求されたときは，前条に配慮しつつこれを認

めなければならない。 

 

 

第２章    役 員 等 

 

（役員） 

第８条 まち協に次の役員を置く。 

（１）会長 １名 

（２）副会長 若干名 

（３）会計 １名 

（４）理事 ３０名以内 

（５）監事 ２名 

２ 役員は，総会において次に掲げる候補者の中から選任する。 

（１）別に定める市坪・保免・余戸東・余戸中・余戸南・余戸西の各地域から

推薦された者。 

（２）前号に定めるもののほか，総会において選任された者。 

（３）監事は,他の役員と兼ねることができない。 

 

（相談役） 

第９条 まち協に相談役を置くことができる。 

２ 相談役は，役員会で選任する。 

 

  

（役員等の職務） 

第 1０条 役員等の職務を次のとおり定める。 

（１）会長は，まち協を代表し，会務を総括する。 

（２）副会長は，会長を補佐し，会長に事故あるときはその職務を代行し，会

長が欠けたときはその職務を行う。 

（３）会計は，まち協の会計事務を行う。 

（４）理事は，各地域の住民の意向を踏まえ，まち協の運営及び活動について

協議する。 

（５）監事は，まち協の業務及び会計を監査する。不正の事実を発見したとき

は役員会又は臨時総会の招集を請求し，これを報告する。 

（６）相談役は，会長の要請に応じて役員会に出席し，まち協の運営及び活動



上の諸問題に関し意見を述べることができる。ただし，議決権はないもの

とする。 

 

 （役員の任期） 

第 1１条 役員の任期は２年とし，再任を妨げない。ただし，まち協の活性化の

ため，同一役職への就任は，原則として連続３期を超えないものとする。 

２ 補欠又は増員により選任された役員の任期は，前項の規定にかかわらず，

前任者又は現任者の残任期間とする。 

３ 役員は，辞任又は任期満了の後においても，後任者が就任するまではその

職務を行わなければならない。 

 

 

第３章    機   関 

 

（機関の種別） 

第 1２条 まち協に次の機関を置く。 

（１）総会 

（２）役員会 

（３）専門委員長会 

（４）専門委員会 

（５）事務局 

（６）特別委員会 

 

（総会） 

第 1３条 総会は，まち協の最高議決機関であって，定期総会及び臨時総会とす

る。 

２ 総会は，代議員制とし，次に掲げる代議員をもって構成する。 

（１）監事を除く役員 

（２）専門委員会及び特別委員会の委員長及び副委員長 

（３）構成員のうち各種社会活動団体等の代表者 

（４）構成員のうち前号の団体に属さない個人。この場合の代議員数は別に定

める。 

 

３ 定期総会は，年１回，年度始めに会長が招集し，まちづくり計画，事業計

画及び事業報告，予算及び決算，役員の選任，規約，会費その他必要な事項

について審議する。 

４ 臨時総会は，代議員の過半数又は役員会から要求があったとき，若しくは

監事から請求があったとき，会長が１５日以内に招集しなければならない。 



５ 総会の議長及び議事録署名人は，その総会において出席した代議員の中か

ら選出する。 

６ 総会は，代議員の３分の２以上の出席がなければ開会することができない。

ただし，やむを得ない理由のため総会に出席できない代議員は，あらかじめ

通知された事項について書面をもって表決し，又は他の代議員を代理人とし

て表決を委任することができる。この場合，その代議員は出席したものとみ

なす。 

７ 総会の議事は，出席した代議員の過半数をもって決する。この場合におい

て，議長は代議員としての表決に加わる権利を有しない。ただし，可否同数

のときは議長の決するところによる。 

 

（役員会） 

第 1４条 役員会は，総会に次ぐ議決機関であって，役員及び専門委員会の委員

長をもって構成する。 

２ 役員会は，必要に応じて会長が招集し，総会の議決を要しない会務の執行

に関する事項について審議する。ただし，監事から請求があったときは，会

長は１５日以内に招集しなければならない。 

３ 役員会の議長は会長とする。ただし，監事からの請求により招集した場合

は，出席した役員の互選により議長を選出する。 

４ 役員会は，第１項に定める構成員の３分の２以上の出席がなければ開会す

ることができない。 

５ 役員会の議事は，出席した役員の過半数で決する。この場合において，議

長は役員としての表決に加わる権利を有しない。ただし，可否同数のときは

議長の決するところによる。 

 

（専門委員長会） 

第 1５条 専門委員長会は，会長・副会長・会計・各専門委員会の委員長及び副

委員長をもって構成する。 

２ 専門委員長会は，第４条に定める事業等についての各専門委員会からの提

案，事業計画案，予算案等について協議調整する。 

３ 専門委員長会の議長は，互選とする。 

４ 専門委員長会は，役員会からの提出事項について審議し，処理方策を調整

する。 

５ 専門委員長会に、会長が必要と認めた者を招へいすることができる。 

 

（専門委員会） 

第 1６条 専門委員会は，専門委員をもって構成する。 

２ 専門委員会は，次の各号に掲げる委員会の区分に応じ，それぞれ当該各号



に定める事業を行う。 

（１）総務企画委員会 組織の運営・管理等に関すること。 

（２）広報広聴委員会 広報・広聴等に関すること。 

（３）保健福祉安全委員会 地域住民の保健・福祉の増進及び安全・安心等に

関すること。 

（４）環境整備委員会 地域の住環境の整備等に関すること。 

（５）教育文化委員会 地域住民の教育・文化等に関すること。 

３ 専門委員会に委員長及び副委員長を置く。 

４ 専門委員会の委員長は，役員会で選任し，所属する専門委員会を統括する。 

５ 専門委員会の副委員長は，各専門委員会に属する専門委員の中から互選に

より選出し，委員長を補佐する。 

 

（専門委員） 

第 1７条 まち協に専門委員を置く。 

２ 専門委員は，所属する専門委員会が行う事業を推進する。 

３ 専門委員は，次に掲げる者の中から会長が委嘱する。 

（１）第８条第２項第１号の規定により推薦された者 

（２）個人の構成員のうち，自薦のあった者 

（３）専門委員会から推薦のあった者 

４ 専門委員の任期は２年とし，再任を妨げない。ただし，補欠又は増員によ

り委嘱された専門委員の任期は，前任者又は現任者の残任期間とする。 

５ 専門委員は，役員を兼ねることができる。 

 

 （事務局） 

第 18 条 まち協の円滑な運営を行うため，事務局を置く。 

２ 事務局に事務局長及び事務員を置くことができる。 

３ 事務局長・事務員は、各種会議に出席するものとする。ただし議決権はな

いものとする。 

４ 事務局長・事務員は，会長が委嘱する。 

５ 事務員は，まち協の運営に関する庶務を行う。 

６ 事務員には，別に定める額の手当を支給する。 

 

（特別委員会） 

第 19 条 まち協に，特別委員会を設置することができる。 

２ 特別委員会は，役員会の承認により設置し，特定事項の解決のための事業

を行う。 

３ 特別委員会は，役員会で選任された委員をもって構成する。 

 



（会議における意見の聴取）  

第 20 条 第 13 条に掲げる機関の会議に，会長が必要と認めた学識経験者又は

行政職員等を招へいし，意見を聴くことができる。 

 

 

 

第４章    会計及び会計監査 

 

 （経費の支弁） 

第 21 条 まち協の経費は，会費，助成金，補助金，寄附金，その他の収入をも

って支弁する。 

２ まち協の会計年度は，毎年４月１日から始まり，翌年の３月３１日をもっ

て終わる。 

３ 会長は，当該年度の予算が成立する日までの間は，役員会の議決を経て，

前年度の予算に準じ収入支出をすることができる。この場合において会長が

行った収入支出は，新たに成立した予算の収入支出とみなす。 

 

（会計監査） 

第 22 条 監事は，まち協の会計監査において，関係諸帳簿を監査し，その結果

を総会に報告しなければならない。 

 

 

第５章    規約の変更 

 

（規約の変更） 

第 23 条 この規約の改廃は，総会の議決を得て行わなければならない。 

 

 

第６章    雑   則 

 

 （規約に定めのない事項） 

第 24 条 この規約に定めのない事項については，会長は，その内容に応じて総

会又は役員会に諮り，承認を得なければならない。 

 

 

 

 

 



附 則 

 

（施行期日） 

１ この規約は，平成 21 年４月１日から施行する。 

（その他） 

２ まち協の設立までの職務全般については，余土地区まちづくり協議会設立

準備会の企画委員が行う。 

３ この規約は、平成２３年４月１日から施行する。 

４ この規約は、平成２９年４月１日から施行する。 


